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川越市プレミアム付商品券販売及び換金等業務委託仕様書

１ 業務委託名称

川越市プレミアム付商品券販売及び換金等業務委託

２ 委託期間

契約締結日から令和 2年 3月 31 日（火）まで

３ プレミアム付商品券事業の概要

（１）目的

消費税・地方消費税率の引上げが、住民税非課税者・子育て世帯の消費に与える影響

を緩和するとともに、地域における消費を喚起・下支えするため、国の財政支援を受け

て、住民税非課税者・子育て世帯向けのプレミアム付商品券を発行する。

（２）スケジュール

（３）発行する商品券の概要

加 盟 店 舗 募 集 令和元年 6月中旬から

引 換 販 売 期 間 令和元年 9月 21 日（土）～令和 2年 2月 28 日（金）

商品券使用期間 令和元年 10 月 1 日（火）～令和 2年 3月 6日（金）

商品券換金期限 令和 2年 3月 13 日（金）

名 称 川越市プレミアム商品券（仮称）

想 定 発 行 総 額 15 億円

想 定 発 行 冊 数 300,000 冊

販 売 単 位 １冊 5,000 円分を 4,000 円で販売

１ 冊 の 内 容 500 円券×10 枚

購 入 対 象 者 購入引換券受領者（60,000 人を想定）

購 入 限 度 住民税非課税者は１人につき 5冊まで

子育て世帯主は 5 冊に対象となる子の数を乗じた

冊数まで

商品券使用可能店舗 事前に申し込み、審査後に加盟店舗として登録され

た市内の店舗
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４ 業務概要

プレミアム付商品券事業全体の主な業務概要と時期は、次の表のとおりとし、本業務委

託ではこのうち、後半に当たる②及び⑤～⑦を委託するものとする。

なお、前半と後半とで受注者が異なる場合には、プレミアム付商品券事業の一連の業務

が滞りなく遂行できるよう、業務概要の前半に当たる①～④及び⑦の受注者と調整を図る

こと。

５ 業務内容

（１）②プレミアム付商品券等の保管・輸送・警備等

ア 業務内容

（ⅰ）作成された商品券を安全に保管し、主に 10 月からの市内郵便局での商品券販

売に対応した、商品券の輸送及び回収を行う。

（ⅱ）その他本業務に係る各種作成物（マニュアル、広報物など）の配送

イ 留意事項

（ⅰ）業務概要の前半と後半とで受注者が異なる場合には、本業務は、9月末日ま

では前半の受注者が行っていることから、前半の受注者とあらかじめ調整を行

い、10 月から適正に業務を遂行できるよう、本業務の引継ぎを円滑かつ確実に

に行うこと。

（ⅱ）商品券の保管・輸送に当たっては、セキュリティを十分保つこと。

業務概要 時期

①プレミアム付商品券の印刷等 令和元年 6月～

②プレミアム付商品券等の保管・輸送・

警備等

令和元年 6月～9月

令和元年 10 月～令和 2年 3月

③加盟店舗の募集・審査・登録等 令和元年 6月～

④コールセンターの運営 令和元年 6月～令和 2年 3月

⑤プレミアム付商品券販売所の運営及び売上

金等の管理

令和元年 8月～令和 2年 3月

⑥使用済み商品券の回収・換金 令和元年 10 月～令和 2年 3月

⑦統括管理及びその他必要な業務 令和元年 5月～令和 2年 3月
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（２）⑤プレミアム付商品券販売所の運営及び売上金等の管理

ア 業務内容

（ⅰ）プレミアム付商品券特設販売所の運営

令和元年９月下旬の土日及び祝日に、発注者が用意した会場にて、次の表のと

おりプレミアム付商品券の販売を予定している。

受注者は、購入引換券及び現金と、プレミアム付商品券を引換販売するための、

対面による販売所を運営すること。

日 時 令和元年 9月 21 日(土)、22 日(日)、23 日(祝)、28 日(土)、

29 日(日)

各日 10：00～16：00

場 所 市内の公的施設 （各日 2箇所で合計 10 箇所）

運 営 項 目 ・全体管理

・販売所の設営及び撤去

・窓口での引換販売

・商品券及び現金管理

・会場警備

引換販売手順 ① 対象者が持参する購入引換券及び現金と、商品券とを引換販

売する。

② 購入時には、簡易的な本人確認を行う。

※ 本人確認書類は、有効期限内の公的証明書（運転免許証、

マイナンバーカード、パスポート、健康保険証）のほか、有

効期限内の社員証・学生証、契約書、郵便物等を想定

※ 本人確認書類は提示のみでの確認とする。

※ 代理人や使者による購入も可とし、その場合は、窓口来訪

者の本人確認を行うとともに、購入引換券に記載のある方と

の関係を口頭確認や委任状等の資料での確認を行う。

③ 販売した商品券の冊数に応じて購入引換券に「購入済みスタ

ンプ」を押印する。

※ 購入済みスタンプは発注者が用意する。

※「購入済みスタンプ」が 5箇所すべて押印された購入引換券

は、別途発注者が定める方法にて確実に回収し、失効の手続

を執ること。
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（ⅱ）市内郵便局での販売委託の管理

令和元年 10 月からの商品券の販売は、市内郵便局に販売委託を予定している。

受注者は、次の内容で販売委託の管理を行うこと。

（ⅲ）販売売上金等の管理

9月に実施するプレミアム付商品券特設販売所での販売売上金の管理と、10 月か

ら実施する市内郵便局での販売委託における商品券の輸送・未使用商品券の回収・

販売売上金の管理を行う。

イ 留意事項

（ⅰ）特設販売所の運営に当たっては、事前に研修等を受け、正確でかつ円滑な引換販

売業務を行える人員を適切に配置し、受領ミス、釣銭ミスが生じないよう最大限の

注意を払うこと。また、現金管理及び商品券管理について、紛失等が生じないよう、

適切なセキュリティ対策を講じること。

ただし、特設販売所における商品券の輸送と未使用商品券の回収については、業

務前半の受注者が行う。

（ⅱ）特設販売所には、会場警備、来場者の誘導及び車両誘導等を目的として警備員等

を配置すること。また、購入者が引換販売所を認識しやすいよう、施設管理者と調

整の上適切な表示を行うこと。

（ⅲ）特設販売所による販売に係る物品・設備及びその他必要なものは受注者が用意す

ること。ただし、会場の借上は発注者が行い、その借上費用は、発注者が負担する。

（ⅳ）失効の手続を執った引換券及び未販売商品券は、発注者の指示に基づき安全・確

実に廃棄すること。

（ⅴ）商品券販売枚数と商品券売上金に相違が発生した場合、原因究明を行い、責任を

持って対応すること。

（ⅵ）商品券販売に伴う売上金は、専用の口座にて適切に管理すること。

（ⅶ）市内郵便局による委託販売における販売手数料は、本委託の費用には含めず、別

途出来高に基づく精算払いとする。

販 売 期 間 令和元年 10 月 1 日（火）から令和 2年 2月 28（金）まで

販 売 場 所 市内の郵便局

管 理 項 目 ・販売所の指導及び発注者との連絡・調整

・販売所であることを称するもの（ステッカー等）の表示

・購入済みスタンプの配布

・失効済引換券の回収等

引換販売手順 ※ 前記「プレミアム付商品券特設販売所の運営」における「引

換販売手順」のとおり
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（３）⑥使用済み商品券の回収・換金

ア 業務内容

（ⅰ）商品券の売上金にプレミアム分を加えた額を原資として、加盟店舗からの換金請求

により使用済み商品券を換金する（換金のための原資、使用済商品券の管理を含む。）。

イ 留意事項

（ⅰ）換金は、受注者が自ら換金する方法と、市内金融機関等に換金を委託する方法等が

考えられるが、加盟店舗の利便性を考慮した内容とすること。さらに、受注者の事務

費、加盟店舗の指定口座への振込手数料及び市内金融機関等に支払う換金手数料など、

換金業務の費用の合理性について考慮した内容とすること。

（ⅱ）換金業務を完了するまで商品券の売上金等を適切に管理すること。

（ⅲ）加盟店舗からの使用済商品券の換金請求に対し、円滑に換金手続を行うこと。

（ⅳ）換金期間は、令和元年 10 月から令和 2年 3月 13 日（金）までとし、加盟店舗が月

に２回以上換金できるよう計らうこと。

（ⅴ）換金に当たっては、その原資に商品券の売上金を充てるほか、発注者にプレミアム

分を請求し、これを充てることができる。ただしプレミアム分は、預り金として他の

資金と分別管理し、換金時のプレミアム分の支払い以外に使用してはならない。

（ⅵ）換金期間内に換金されなかった商品券は、換金しないこと。ただし、天災その他や

むを得ない事情があると認められる場合は、この限りでない。

（ⅶ）換金時において、商品券の現物と換金データとの間に枚数の相違がある場合、原因

究明を行い、責任を持って対応すること。

（ⅷ）使用済み商品券は、発注者の指示に基づき安全・確実に廃棄すること。

（ⅸ）委託料内のプレミアム分（３億円）に残額が生じた場合は、その相当額を発注者に

返還すること。

（ⅹ）商品券が使用期間内に使用されない等、換金されなかった売上金については、業務

報告書の提出とともに、発注者の指定する期日までに発注者の指定する方法で入金す

ること。

（ⅺ）加盟店舗に振り込む際の振込手数料、市内金融機関に換金を委託した場合の換金手

数料及び商品券を郵送により回収した場合の郵送料は、本業務の委託料に含めず、精

算払いとする。

（４）⑦統括管理及びその他必要な業務

ア 業務内容

（ⅰ）本業務を統括する事務局の開設

業務全体の統括、発注者との調整窓口等を担う。事務局は契約後速やかに開設し、

本業務全般に係るマニュアルを作成する。

（ⅱ）全体スケジュールの管理

事務局は発注者に対し、適宜業務の進捗を報告する。特に商品券の販売状況及び
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換金状況については、随時報告が可能な状態にすること。

（ⅲ）本業務において広く告知すべき事項については、発注者と協議の上ホームページ

等を活用すること。

イ 留意事項

（ⅰ）事務局は全体スケジュールを管理し、適切に業務の進捗を図ること。

（ⅱ）事務局は発注者との連携を密にすること。

（ⅲ）事務局は適正かつ確実な業務遂行体制を構築し、発注者と協議の上その他必要

な業務を適切に行うこと。

６ 提出する成果物と提出期限

※ 業務報告書に必ず記載する内容

① 本業務の概要

② 特設販売所の販売結果（各販売所の販売冊数及び販売額等）

③ 販売委託の結果（各郵便局の販売冊数及び販売額等）

④ 換金の結果

７ 検査

（１）受注者は、本業務を完了したときは、速やかに発注者に報告するものとし、完了検査

を受けるものとする。

（２）受注者は、自らの責めに帰すべき理由による成果物の不良箇所等を発見した場合は、

速やかに訂正、補足その他の措置をとるものとする。

８ 再委託

本業務の一部を第三者に再委託する場合は、再委託する業務内容、再委託先の名称、再

委託が必要な理由を明記の上、事前に書面にて提出し、発注者の承諾を得なければならな

い。

９ 調査等

発注者は、必要があると認めるときは、受注者に対して本業務の処理状況について調査

し、又は報告を求めることができる。この場合において、受注者は、これに従わなければ

ならない。

納 入 物 納 入 期 限 納 入 数

業務報告書 令和 2年 3 月 31 日 2 部

業務報告書（電子データ） 令和 2年 3 月 31 日 １部

販売データ（特設会場分及

び販売委託分）

随時

換金記録 随時
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１０ その他留意事項

（１）受注者は、市内事業者への発注に努めるものとする。

（２）受注者は、本業務により知り得た情報等を本業務においてのみ使用することとし、こ

れらを他の目的に使用し、又は他のものに漏洩してはならない。本業務の契約が終了し、

又は解除された後においても同様とする。

（３）本仕様書に定めのない事項又は本仕様書について疑義の生じた事項については、発注

者と受注者とが協議して定めるものとする。

（４）受注者は、委託料の対象となる経費の支出状況等が分かる帳簿等を整備するものとし、

本業務を完了し、又は中止し、若しくは廃止した日の属する会計年度の終了後５年間こ

れを保存しておかなければならない。

（５）この契約の締結後に、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）等の改正により、消費税

額等の額に変動が生じた場合は、発注者は、この契約を何ら変更することなく契約金額

に相当する消費税額等を加減して支払うものとする。ただし、税法上経過措置の対象と

なる場合には、経過措置が優先して適用される。


